
 

 

令和 8 年熊本地震に伴う滋賀県災害支援本部 

第 1 回本部員会議 議事概要 

 

１ 事 案 名  令和８年熊本地震災害支援本部員会議 議事概要 

２ 開催日時  令和８年７月 31 日（金） 18 時 40 分から 19 時 00 分まで 

３ 開催場所  危機管理センター 災害対策本部室 

４ 出 席 者  知事 

 三日月知事 

本部長 

東副知事 

副本部長 

 岸本副知事 

本部員  

防災危機管理監 知事公室長 総合企画部長 総務部長 

観光文化スポーツ部長 琵琶湖環境部長 健康医療福祉部長  

子ども若者部長 商工労働部長 農政水産部長 県土整備部長  

交通まちづくり部長 会計管理局長 企業庁長 病院事業庁長  

びわこボートレース事業庁長 教育委員会教育長 警察本部長 

 各地域防災危機管理監 

市長会 町村会 

 

５ 内  容 

(1) 概 要 

  報告・共有事項 

(ｱ) 被害の概要と支援状況 

(ｲ) 今後の対応方針 

知事訓示 

 

(2) 会議録 

  ア 開 会 

   

  イ 議 事 

(ｱ) 被害の概要と支援状況 

副局長：資料に基づき説明。 

健康医療福祉部：医療・救護・健康・精神保健・食品衛生の派遣は順次進めて

おり、要請があったものから速やかに被災地の支援ができ

る体制を整えている。熊本県より要請を受け、8月 1日から、



DMAT については 6 隊、DPAT については 1 隊の派遣を決定し

た。保健師等については 8 月 4 日から 9 月 1 日まで、計 7

班の派遣を決定している。また、本日から日本赤十字社が義

援金の募集を開始したため、庁内での募金箱の設置に向け

て準備を進めている。 

病院事業庁：県立総合病院の DMAT は 7 月 31 日の夜に現地到着し、翌日から

活動する。  

会計管理局：現地への派遣等に伴い資金が必要になる場合、緊急支出の対応を

既に決定した。今後も義援金など必要な場合について、引き続き

緊急対応を行うため、速やかに会計管理局へ連絡・相談をお願い

したい。 

 

(ｲ) 今後の対応方針 

本部長：滋賀県は総力を挙げて被災地支援に取り組むこととし、今後の対応方

針について３点指示する。１点目、被災地のニーズは、刻一刻と変化

するため、そのニーズに寄り添って、迅速かつ的確に対応すること。

２点目、支援業務は、住家被害認定業務などの市町村業務への対応と

なるため、県内市町と一体となって支援にあたること。３点目、現地

はまだまだ余震が続き、暑さへの対応も大変重要となることから、応

援職員の安全確保に十分配慮すること。各部においては、感度を高く、

緊張感をもって対応に当たること。 

 

  ウ 知事訓示 

知 事：地震が発生してから数日経ち、支援の動きも具体的に動き始めてい

る。多くの方が亡くなられており、哀悼の意を表するとともに、ご遺

族の皆様にお悔やみを申し上げる。また、多くの方が被災し、避難さ

れている。まだその全容が明らかになっていないところもあるが、被

災されたすべての方にお見舞いを申し上げる。 

 

72 時間という、命を救うための極めて大事なタイミングが過ぎつつ

ある中で、現地では救命・救急・救護活動に、警察・消防・自衛隊・

関係者が全力であたっていただいている。既に本県からも、医療をは

じめ水などの部隊、多くの方々に現地に入って活動を始めていただ

いている。余震があり、本震がまたあるかもしれないという状況であ

り、現地の安全に配慮しながら、被災地・被災者に心を寄せた対応を

行っていくこととしたい。 

 

また、多くの避難者が避難所もしくは車中泊等で過ごされているこ

と、そして住家被害の認定調査をすぐに受けたいというニーズ、さら



には罹災証明を早く発行してほしいというニーズもある。これに対

し、県としては市町と一体となって被災地支援を行うこととする。こ

のような対応をとることは、今回が初めてとなる。7 月 30 日、市長

会と町村会の会長とも連絡を取り合った。今回は、県・市町が一体と

なって支援を行うため、事務局ならびに総合調整を県が一元的に行

う。被災地のニーズや市町の窓口を県が引き受けて、市町と連携して

対応する。 

 

関西広域連合での調整の結果、滋賀県は宇土市を支援することとな

った。本日、まず先遣隊として職員 2 名を現地に向かわせる。追っ

て、それぞれ必要な事項を調整し、体制を整えていきたい。防災部局

の職員だけでなく、全庁を挙げて人員の調整、また、その後の後方支

援等を行っていくことをお願いしたい。被災地・被災者のニーズは刻

一刻と変わっていくため、状況に応じて柔軟に対応する。 

 

同時に、震災はいつどこで起こるか分からない。本県においても、同

様のことが起こることを想定しながら、万が一の場合に何が必要か、

どのような対応をとらなければならないか、常に今回の震災を教訓と

しながら、本県の防災力を強化することも行っていきたいと思う。そ

の点も合わせて、取組を進めていきましょう。 

 

 エ 閉 会 

    

 


